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 問題の所在


























































準となる｡ こうした基準は､ ｢維持すべき資本｣ と呼ばれる｡ ここにいう維
持すべき資本とは､ ｢期末にその大きさの資本が存在し維持されていて初め
て損益なしであり､ それを超えて存在する期末資本部分が期間利益である､
というだけの意味｣ (森田 1979､ 10頁) である｡
そして維持すべき資本については､ ２つの視座から､ それぞれ対立する概
念が導かれうる (壹岐 1995､ 9495頁)｡ １つの視座は資本の性格が問題と
なり､ いま１つの視座は資本の範囲が問題となる｡ 維持すべき資本の性格の










れてきた｡ 前者は､ 貨幣資本維持概念と呼ばれ､ 後者は物的資本維持概念､

































































































たとえば､ アメリカにおいては､ 財務会計基準審議会 FASBから1979年９
月に公表された財務会計基準書 SFAS第33号 ｢財務報告と価格変動 Financial
Reporting and Changing Prices｣ により､ 一般物価指数の変動を考慮した会
計処理 (｢恒常ドル会計 constant dollar accounting)｣ と呼ばれていた｡) を行っ






















は､ 次の３つの処理方法を例示している (van Hoepen 1981, pp. 241253)｡
① 税効果非分離型算入法 (the inclusive method with unreduced correction)
② 税効果分離型算入法 (the inclusive method with reduced correction)
③ 非算入法 (the non-inclusive method)
ここでは､ 既述の資本修正に係る法人税等を､ 資本修正の金額に含める方








































・期首の資産：Ａ商品 帳簿価額 (単価) 100 10個
・期中の取引：① Ａ商品の現金売上 売上単価 150 10個














る場合､ 設例では､ 課税所得は､ 500 (＝売上高1,500－売上原価1,000




た1,200円 (＝1,000円×(120100)) となる｡ そこで資本修正は､ 法人税等
を考慮しなければ､ 200円 (＝1,200円－1,000円) となる｡
期末資本の額は､ 貨幣235円と､ 商品については実際の購入時点の貨幣額
を期末の一般物価指数に基づいて修正した額で1,380円 (＝1,265円×(120




215円 (＝法人税等控除前利益415円－納付すべき税額200円) である｡ 一方､
損益計算書の面から観察するならば､ 売上1,714円 (≒1,500円×(120105))
とその売上原価1,200円 (＝1,000円×(120100))､ 加えて貨幣性資産 (現金)
に係る購買力損失は､ 99円 (≒1,265×{(110105)－1}×(120110)＋235×
{(120105)－1}) が計算される｡ この購買力損失の計算は､ 商品販売後､ 商
品仕入に使用された現金1,265円に係る損失と期末までそのまま保有された










設例に基づくならば､ 資本修正200円は､ 課税済部分85円 (＝課税所得500
円－法人税等控除前利益415円) と未課税部分115円 (＝200円－85円) に分












現金 235 未払法人税等 200






％) に分割して表示されることになる｡ 図表３により､ 期末の貸借対照表を





に計算される納付すべき税額となる｡ その結果､ 法人税等の金額は､ 実際の
納付すべき税額から､ 課税済の資本修正部分に係る法人税等を減算した金額









効果額46円 (＝200円×税率0.4－課税済資本修正85円×税率40％) が､ 繰延
税金負債として計上される｡ 期末の貸借対照表と当該期間の損益計算書を示
したものが､ 図４である｡ なお理解を容易にするために､ 非算入法における
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図３ 税効果分離型算入法
期末貸借対照表 単位：円
現金 235 未払法人税等 200







(借) 法人税等 166 (貸) 未払法人税等 200













現金 235 未払法人税等 200

















い｡ また､ 資本修正は､ 実質資本維持概念の場合と同様に､ 永久差異として
の性格づけがなされることになる｡
２. ３つの処理方法





たい｡ そこで設例において､ 維持すべき資本は､ 期中の直接の資本変動がな
いので､ Ａ商品10個である｡ 期末Ａ商品の評価を再調達原価によるならば､
Ａ商品10個分の1,300円 (＝130円×10個) が維持すべき資本を示す金額とな
る｡ そこで､ 実体資本維持概念に基づく法人税等控除前利益は､ 現金235円
とＡ商品１個 (130円) であり､ 合計すれば365円と計算される｡ そこで利益
に含まれる期末Ａ商品１個分に係る評価益15円 (＝再調達原価130円－取得
原価115円) が一時差異等に該当するため､ その税効果６円 (＝評価益15円
×税率40％) を納付すべき税額に加えた税額をもって法人税等の金額とする
ならば､ 税引後利益は159円 (＝365円－200円－6円) となる｡ 資本修正に
該当する金額のうち､ 課税済部分は150円 (＝課税所得500円－(法人税等控
除前利益365円－評価益15円)) となる｡ 従って未課税部分は150円 (＝300円－
150円) となる｡ そして資本修正にかかる税効果の額は､ 60円 (＝150円×税
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2) 期末資産を再調達原価により再評価した場合の法人税等の処理方法として､ van











現金 235 未払法人税等 200
Ａ商品 (１個) 130 繰延税金負債 6







現金 235 未払法人税等 200
Ａ商品 (１個) 130 繰延税金負債 6







現金 235 未払法人税等 200
Ａ商品 (１個) 130 繰延税金負債 66




(借) 法人税等 146 (貸) 未払法人税等 200
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示することで､ 税効果そのものの存在を明らかにする考え方であると思われ
る｡ この方法と同じ会計処理を提唱した Goudeketが､ 再評価に係る税効果
を財務諸表上独立して表示する方法として位置づけている (Goudeket 1960,













ることはない｡ 一方､ 非算入法は､ 計算される利益を全額配当等により社外
流出されたならば､ 維持すべき資本が損なわれることになるため､ 資本維持
概念に基づく利益計算の観点からは､ 否定される処理である｡
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